
第1章

少子化をめぐる現状

1 出生数、出生率の推移

合計特殊出生率は1.45
我が国の年間の出生数は、第1次ベビー
ブーム期には約270万人、第2次ベビーブー
ム期には約210万人であったが、1975（昭和
50）年に200万人を割り込み、それ以降、毎
年減少し続けた。1984（昭和59）年には150
万人を割り込み、1991（平成3）年以降は増
加と減少を繰り返しながら、緩やかな減少傾
向となっている。
2015（平成27）年の出生数は、100万5,677
人であり、前年の100万3,539人より2,138人

増加した。1

合計特殊出生率をみると、第1次ベビー
ブーム期には4.3を超えていたが、1950（昭
和25）年以降急激に低下した。その後、第2
次ベビーブーム期を含め、ほぼ2.1台で推移
していたが、1975年に2.0を下回ってから再
び低下傾向となった。1989（昭和64、平成
元）年にはそれまで最低であった1966（昭
和41）年（丙午：ひのえうま）の1.58を下
回る1.57を記録し、さらに、2005（平成17）
年には過去最低である1.26まで落ち込んだ。
近年は微増傾向が続いており、2015年は、
1.45と前年より0.03ポイント上回った。（第
1-1-1図）

1　なお、厚生労働省「平成28年（2016）人口動態統計の年間推計」によれば、2016（平成28）年の出生数は、98万
1,000人と推計されている。

 第1-1-1図 出生数及び合計特殊出生率の年次推移
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資料：厚生労働省「人口動態統計」
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年齢別出生率の動向
女性の年齢別出生率を見ると、そのピーク
の年齢と当該年齢の出生率は、1975（昭和
50）年は25歳で0.22、1990（平成2）年は28
歳で0.16、2005（平成17）年は30歳で0.10
と推移し、ピークの年齢は高くなり、当該年
齢の出生率は低下したものの、2015（平成
27）年は30歳で0.11とピークの年齢の出生
率はやや上昇している。
合計特殊出生率の1970（昭和45）年以降

の低下については、例えば25歳時点の出生
率を比べてみると、1975年は0.22だったが、
2005年は0.06に大幅に下がるなど、20歳代
における出生率が低下したことが一因である
と考えられる。また、近年の合計特殊出生率
の微増傾向については、例えば35歳時点の
出生率を比べてみると、2005年は0.06だっ
たが、2015年は0.08となるなど、30～40歳
代の年齢別出生率の上昇を反映したものと考
えられる。（第1-1-2図）

 第1-1-2図 女性の年齢別出生率
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集2017」を基に内閣府作成
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都道府県別合計特殊出生率の動向
2015（平成27）年の全国の合計特殊出生
率は1.45であるが、47都道府県別の状況を
見ると、これを上回るのは35県、下回るの

は12都道府県であった。この中で合計特殊
出生率が最も高いのは沖縄県（1.96）であり、
次は島根県（1.78）となっている。最も低い
のは、東京都（1.24）であり、次は北海道
（1.31）となっている。（第1-1-3図）

 第1-1-3図 都道府県別合計特殊出生率（2015年）
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資料：厚生労働省「人口動態統計」
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都道府県別の年齢別出生率
都道府県別の年齢別出生率をみると、上位
の沖縄県、島根県は、いずれも20～34歳の
出生率が全国水準よりも顕著に高く、とりわ
け、沖縄県では全ての年齢の出生率が全国水
準よりも高くなっている。
一方、下位の東京都、北海道はそれぞれ異
なる動きをしている。東京都では15～34歳
の出生率が全国水準より低いのに対し、35～

49歳では高くなっている。北海道では20～
24歳の出生率が全国水準より高いのに対し、
その他の年齢では低くなっている。
また、全国水準と同様に多くの都道府県で
は、30～34歳の出生率が最も高くなってい
るが、例えば、福島県のように25～29歳の
出生率が最も高くなっているといった特徴
や、愛媛県のように25～29歳と30～34歳の
出生率がほぼ変わらないといった特徴も見ら
れる。（第1-1-4図）

 第1-1-4図 都道府県別の年齢（5歳階級）別出生率（2015年）
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資料：別府志海・佐々井司「都道府県別にみた女性の年齢（5歳階級）別出生率および合計特殊出生率：
2015年」『人口問題研究』第72巻第4号、2016年12月、表1を基に内閣府作成
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総人口と人口構造の推移
我が国の総人口は、2016（平成28）年で1

億2,693万人となっている。年少（0～14歳）
人口、生産年齢（15～64歳）人口、高齢者
（65歳以上）人口は、それぞれ1,578万人、
7,656万人、3,459万人となっており、総人口
に占める割合は、それぞれ12.4％、60.3％、
27.3％となっている。
国立社会保障・人口問題研究所の「日本の
将来推計人口（平成29年推計）」は、我が国
の将来の人口規模や年齢構成等の人口構造の
推移を推計している。このうち、中位推計
（出生中位・死亡中位）では、合計特殊出生
率は、実績値が1.45であった2015（平成27）
年から、2024（平成36）年の1.42、2035（平
成47）年の1.43を経て、2065（平成77）年
には1.44へ推移すると仮定している。最終年
次の合計特殊出生率の仮定を前回推計（平成
24年1月推計）と比較すると、近年の30～40
歳代における出生率上昇等を受けて、前回の
1.35（2060（平成72）年）から1.44（2065年）
に上昇している。
この中位推計の結果に基づけば、総人口
は、2053（平成65）年には1億人を割って

9,924万人となり、2065年には8,808万人にな
る。前回推計結果（長期参考推計）と比較す
ると、2065年時点で前回の8,135万人が今回
では8,808万人へと672万人増加している1。
人口が1億人を下回る年次は前回の2048（平
成60）年が2053年と5年遅くなっており、
人口減少の速度は緩和されたものとなってい
る。
年齢3区分別の人口規模及び構成の推移を
みると、年少人口は、2056（平成68）年に
は1,000万人を割り、2065年には898万人の
規模になるものと推計され、総人口に占める
割合は、2065年には10.2％となる。
生産年齢人口は、2056年には5,000万人を

割り、2065年には4,529万人となる。総人口
に占める割合は、2065年には51.4％となる。
高齢者人口は、2042（平成54）年に3,935
万人でピークを迎え、その後減少し、2065
年には3,381万人となる。総人口に占める割
合は、2065年には38.4％となる。
前回推計結果と比較すると、推計の前提と
なる合計特殊出生率が上昇した結果、2065
年時点で、前回から生産年齢人口は約1割、
年少人口は約2割増加したものとなってい
る2。（第1-1-5図）

1　いずれも1万人未満四捨五入。
2　平成24年推計における2065年の推計人口は、2060年以降の仮定値を一定に固定した「長期参考推計」の結果となっ
ており、仮定値が各年次ごとに変動していく「基本推計」とは性質が異なることに留意が必要である。
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 第1-1-5図 我が国の総人口及び人口構造の推移と見通し
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資料：2015年までは総務省「国勢調査」、2016年は総務省「人口推計」（平成28年10月1日現在確定値）、
2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」の出生中位・
死亡中位仮定による推計結果。

注：2016年以降の年齢階級別人口は、総務省統計局「平成27年国勢調査　年齢・国籍不詳をあん分した
人口（参考表）」による年齢不詳をあん分した人口に基づいて算出されていることから、年齢不詳は存
在しない。
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